
国際学会：ILERAとLERA 　

　研究の精度を高めたり、どんな研究を、誰が牽引し
ているのかという土地勘を得たりするのに、学会は
絶好の機会である。2021年10月に連合総研に転職し
て最初に行ったことのひとつも、労使関係の学会に
加入することだった。
　1968年に設立された「日本労使関係研究協会

（JIRRA）」に加入すべく、ある先生に会員への推薦を
お願いした。すると、「労使関係の研究は海外学会の
ほうが活発ですよ」と、国際学会「International�
Labour�and�Employment�Relations�Association

（ILERA）」とアメリカの「Labor�and�Employment�
Relations�Association（LERA）」を紹介いただき、さっ
そくILERAとLERAに加入した。
　アメリカのLERA第74回大会は、まだ新型コロナ
ウイルス感染症の影響が大きかった2022年6月に、
オンラインと対面のハイブリッド形式で行われた。
ILERA第13回ヨーロッパ大会�(European�Congress)
は、2022年9月にスペインのバルセロナで対面開催
された。どちらも非常に有意義で、聴講者として参加
するだけでも、知的好奇心や研究意欲を大いに刺激
された。そこで本稿では、会場参加したILERAヨー
ロッパ大会からの学びや気づきを紹介したい。

ILERAヨーロッパ大会のテーマ

　ILERA第13回ヨーロッパ大会のテーマは、「労使
関係とグリーン・トランジション�―包摂と持続的な
成長に向けて―（Industrial� relations�and�the�Green�
Transition;�Towards� inclusive�and�sustainable�
growth）」であった。
　バルセロナ自治大学（Universitat�Autonoma�de�
Barcelona）で開催され、社会学と法学の研究棟が主
な会場だった。参加者も社会学もしくは法学の専門
家が多く、弁護士を本業としつつ学会運営に携わっ
ている人などもいた。3日間かけて約60のシンポジ

ウムや分科会が開催された。分科会1つにつき、概ね
3つの研究発表が行われた。表は分科会のテーマを
まとめたものである。
　大会を通じて、現在の労使関係研究には少なくと
も5つの潮流があることがわかったので、まず、その
5つを紹介したい。

COVID-19 
　1つめの潮流は、COVID-19関連である。分科会タ
イトルでも「パンデミック」「COVID-19」が目立つ。　
この3年間、COVID-19により、雇用や労働条件、働き
方に大きな変化が生じ、また、各国で様々な政策が取
られたことを反映した研究群である。
　「最低賃金」がテーマの全体シンポジウムでも、
COVID-19をタイトルに掲げていないが、COVID-19�
流行下での欧州各国の最低賃金政策が紹介されてい
た。COVID-19やパンデミックに関する研究の増加
は、労使関係研究に限らない世界的動向だろう。

グリーン・トランジション
　2つめの潮流は、「グリーン・トランジション」であ
る。全体シンポジウム「グリーン・トランジションの
推進における社会的パートナーと社会対話の役割と
気候変動との闘い（The�role�of�social�partners�and�
social�dialogue�in�promoting�a�Green�Transition�and�
fight�climate�change）」では、移行にともなう便益や
負担をあらゆるステークホルダーでわかちあう「公
正な移行」について論じられた。
　会場から「各国で労働組合が弱体化し、社会変革の
メインストリームから外れている。労働組合は公正
な移行を加速する面と、対話によって変化を遅らせ
る功罪両面があるのではないか」といった鋭い質問
も飛んだ。それに対してパネラーからは、「トランス
フォーメーションには労働者を取り残す面と社会や
政策を変革する面がある。労働組合は現実的な把握
に基づきプロセスを変え、組織化のための将来像を
もつ必要がある」「労働組合はあらゆる場所で変化を
起こしていくことが重要」といった応答があった。
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表　ILERA 第 13 回ヨーロッパ大会の分科会一覧

　個人的には、パネラーの「社会対話は社会の学習プ
ロセスの一部」という発言が印象的だった。ヨーロッ
パでは社会対話が重視されているが、それを変革に
おける学びの中に位置づける立論が巧みだと感じた。

技術革新
　3つめの潮流は、「プラットフォーム労働」「デジタ
ル化」「新技術」「アルゴリズム」といった、技術革新に

関連する研究群である。技術革新が雇用・労働に与え
る影響、技術革新にともなう労使関係の変化、自営業
者など雇用の外側の問題など、内容は多岐にわたる。
　大会テーマは「労使関係とグリーン・トランジショ
ン」だったが、研究発表の数としては、グリーン・トラ
ンスフォーメーション（GX）よりもデジタル・トラン
スフォーメーション（DX）のほうが多かった。それだ
け技術革新と労働、労使関係の問題が不可分になっ

※上記の他に14本のスペシャルセッションが行われた
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ているのだろう。なお、GXに関しては、アメリカの
LERA第74回大会のほうが、サプライチェーンなど
より幅広い観点からの研究発表があったと思う。

労働における格差
　4つめは、「労働市場の二極化」「非典型労働」「不平
等」「ジェンダー平等」といった、労働の格差に関する
研究群である。労働研究においてこれらが重要なテー
マであることはいうまでもないが、労使関係の学会
でもこうしたテーマが多く発表されているとは予想
していなかった。労働組合は労働者階級を中心に形
成されているうえ、ヨーロッパは階級社会で、社会階
層が固定化されやすいためかもしれない。これらの
問題の普遍性と根深さをあらためて認識した。

団体交渉や労働組合
　5つめは集団的労使関係の研究群である。労使関
係の学会なので、「労働組合」「団体交渉」「共同決定」
といった、集団的労使関係そのものに焦点をあてた
研究は、当然ながら多かった。ただ、同じ集団的労使
関係を扱っていても、国ごとに前提となる法律や社
会制度が異なるため、研究結果を理解するには各国
の前提理解も求められる。
　実際、質疑応答で、「その特徴は〇〇国の◇◇を背
景にしているのではないか」といった、国別比較の観
点が提示されることがあり、二重の学びがあり、大い
に勉強になった。ヨーロッパ各国は人の往来や情報
の流通が活発でEU指令の影響を受けつつも、法制
度は国ごとに異なっている。相対比較によって事象
を理解し、本質を抽出できる利点があると感じた。

先駆的な3つの研究

　分科会では、分析が緻密で示唆に富む研究がいく
つもあった。そこで、参加した分科会のなかから、日
本の労使関係研究ではあまり見聞きしないテーマを
扱った発表を3つ紹介したい。

労働組合の財政援助
　まず、日本の労使関係への制度的示唆が大きいと
感じたのが、コペンハーゲン大学のTrine�Pernille�
Larsen氏、Anna�Ilsøe氏、Jens�Arnholtz氏の「労働組
合の財源：欧州労働組合の運動資源におけるダーク
ホース�(Union�Finances:�The�Dark�horse�within�
European�trade�unions’�means�of�actions)」という研
究である。
　労働組合の財源は組合運動に大きな影響を与える

にもかかわらず、研究があまり行われてこなかった
そうである。そこで彼女らは、デンマーク、フランス、
イギリスの金属産業の労働組合の財源について、デ
スクトップリサーチとインタビューにより比較分析
を行った。その結果、国や労働組合によって、組合員
の会費だけでなく、公的な財政支援や使用者との共
同出資、投資収益といった代替的収入の割合が異な
ることが明らかになった。ただし、代替収入があれば
組合費収入の低下が組合運動の衰退に直結しなくな
るものの、労働組合の独立性や代表制に懸念が生じ
るとのことだった。
　まず、筆者が驚いたのは、労働組合の財源に関する
既存研究が少ないということである。なぜなら日本
では、組合員数の減少と（組合費の算出根拠となる給
与が少ない）正社員以外の組合員数の増加により、組
合収入は減少しており、そのことが組合の運営や改
善を難しくしているとよく耳にするからである。加
えて、だとするならば、「組合活動費を企業や公的に
補填する仕組み」が考えられるのではないか。前職時
代から様々な場面でこの私案を述べるのだが、その
度に「それは不当労働行為として禁じられている」と
一顧だにされなかったからである。
　しかし、この発表により、海外には組合費以外の財
源をもつ仕組みがあることがわかった。日本の集団
的労使関係を再興していくにあたっては、組合費収
入だけを前提とする組合の財源構造を見直すことも
検討の余地があると考えられる。

ソーシャル・メディア・ユニオニズム
　先行研究が少ないという指摘に驚いたもう1つの
研究が、コペンハーゲン大学のMark�Friis�Hau氏と
Nanna�Wesley�Hansen氏による「フェイスブック上の
労働組合：オンライン・オフライン上の組合民主運動�
(Unions�on�Facebook:�Developing�union�democracy�
on-�and�off-line)」である。
　彼らは、デンマークの3つの労働組合と1つの草の
根運動がFacebookをどのように活用しているかに
ついて分析した。Facebook上のコメントデータを収
集・分析した後、当該団体にインタビューも実施した。
その結果、Facebookのコメント投稿は2017年以降、
まず草の根運動で激増し、2020年以降は労働組合
でも増えている。一貫して草の根運動のほうが
Facebookを効果的に利用しているが、労働組合との
差は縮まりつつある。労働組合幹部はインタビューに、

「対面と非対面の相互作用をどのように発達させて
いくのかが課題」と答えている。
　Hansen氏は、ソーシャル・メディアの活用による
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運動の活性化を、完全に新しいものととらえるので
はなく、「これは極めて伝統的な労働運動、ただしオ
ンラインによる」ととらえるべきだという。Hau氏は
こうした変化を「ソーシャル・メディア・ユニオニズ
ム（social�media�unionism）」と称していた。
　この発表を聞くまで筆者は、企業経営や人事施策
と同様に、労働組合や労働運動でも海外ではデジタ
ル活用が進んでいると考えていた。しかし、海外にお
いても先行研究が、労働組合や労働運動におけるデ
ジタル活用の遅れと必要性を指摘していることを知っ
た。日本では労働組合から「対面が原則」「面着が大切」
とよく聞く。しかしHansen氏が述べるように、デジ
タルの活用は、組合運動の根幹・本質は大切にするか
らこそ手法を進化させているととらえるべきなので
はないか。日本の組合運動におけるデジタル活用に
ついても、探索が必要だと意を新たにした。
　なお、この研究は、データ収集にFacebookのAPIを
利用している。今日的な研究を行うには、研究手法も
アップデートしていく必要があると感じた。

I-deals（アイ・ディールズ）
　バルセロナ大学のIrene�Sánchez�Turón氏と
Patricia�Elgoibar氏による「優れたSTEM人材に接触
し、動機づけ、定着を促すI-dealsの交渉�(Negotiating�
idiosyncratic�deals� to�access,�motivate�and�retain�
STEM�outstanding�employees)」も印象的だった。
　「I-deals」とは、労働者による個人的な交渉で、他の
従業員の雇用条件とは異なるが、労働者と使用者双
方にメリットがあるものを意味するⅰ。Turón氏らは、
スペインのスタートアップ企業において、CxOとプ
ロフェッショナル人材にどのようなI-dealsが行われ
ているのかを、インタビュー調査を通じて明らかに
した。
　I-dealsを給与や仕事内容、研修機会、労働時間や休
暇取得の柔軟性などに分解し、実態を調べ、企業の人
材獲得やモチベーションにプラスに寄与することを
確認した。I-dealsは他者には秘密裏に行われている
こともまた明らかになった。
　ILERAやLERAでは集団的労使関係が論じられる
ことが多いにもかかわらず、企業と個人の1対1の関
係であるI-dealsについて発表していたのが意外だっ
た。Turón氏にそのことを伝えると、自身がスタート
アップに勤めており、少なくともスタートアップ界
隈ではI-dealsが広く見られ、有効だと確信していた
ので、研究テーマにしたとのことだった。労使関係が
同質的な大集団から、個別性の高い小集団や個人に
シフトが進んでいることを反映した研究でありⅱ、

労使関係研究の射程を広げるものといえよう。

日本の労使関係への示唆

研究知見と実践の距離
　最後に、ILERAヨーロッパ学会から日本への示唆
をまとめておく。現在、多くの先進国で、労働組合の
組織率が低下し、労働組合運動の衰退が危惧されて
いる。「組合員数の減少�→�労働組合の交渉力や政治的
影響力の低下�→�組合員のエンゲージメントの低下�
→�新たな支持者の獲得困難」という悪循環が指摘さ
れているⅲ。「労働組合への財政援助」「ソーシャル・
メディア・ユニオニズム」「I-deals」はいずれも、こう
した閉塞状況における変化の兆しを示すものである。
　冒頭に述べたように、海外の研究動向を知りたかっ
た一番の理由は、今後、研究を進めるのに必要な土地
勘を得ることであった。だがもうひとつ理由があった。
それは、日本の労使関係をとらえる視座を再設定す
るヒントをみつけたかったのである。
　というのも、日本では労働組合や労使関係に関し
て膨大な研究蓄積があり、鋭い筆致で、課題や改革の
針路を示す論稿が提示されてきた。それだけはっき
りと改革の方向が示されてきたにもかかわらず、労
働組合の変革は遅々としているⅳ。筆者は経営学（人
的資源管理論）で博士号を取得したが、企業経営では
学術的な発見や提案が、それが優れて実践的な内容
であれば、もっと早く実践に取り入れられ、伝播する
印象があるⅴ。
　労働組合の研究には地に足のついた事例紹介やヒ
アリングが多いにもかかわらずⅵ、実践の変化に結
びついていない。であるならば、労働組合や労使関係
をとらえる視座に何らかの制限がかかっており、そ
れを見直す必要があると思われた。

企業別労使関係の発展
　日本の労働組合の変革が難しい一因は、多くの論
者が指摘してきたように「企業別労使関係」にある。
しかし、それだけですべての構造が決まるわけでは
ない。
　例えば、「労働組合への財政援助」の研究知見を参
考にすれば、日本の企業別労働組合が現在担っている、
職場における従業員代表の機能と、労働条件の団体
交渉の機能を分離し、前者は使用者の経費負担の下
で行うといったことが考えられるⅶ。つまり、労働組
合法が定める不当労働行為の規定や解釈という前提
を見直せば、組合の財政的負担からくるリソース不
足を緩和できる。
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　また、日本は組織率が低いだけでなく、個人レベル
の労使コミュニケーションも希薄なこともわかって
いるⅷ。労働争議が激減し、団体交渉から労使協議に
軸足が移りⅸ、職場内の話し合いも減少しているⅹ。
いまや労使コミュニケーションの再定義と再活性化
が不可欠なのであるⅺ。なかでも、働き方の多様化や
労働条件の個別化が進んでいるため、組合員ひとり
ひとりの要望、つまり「I-deals」をかなえていくこと
が重要になる。従業員の包摂やコミットメントを高
めるといった組織のメンテナンスは、企業別労働組
合の重要な役割だろうⅻ。
　「ソーシャル・メディア・ユニオニズム」の台頭から
も、2つの示唆が得られる。かつてに比べ、労働組合
に対して「わからない」と思う人が増えているⅻi。そ
のため、インターネットは労働組合への関心喚起や
理解促進に有効なツールになる。
　加えて、「対面コミュニケーション」と「オンライン
コミュニケーション」のハイブリッド化も必要である。
対面コミュニケーションはオンラインコミュニケー
ションよりも、五感が刺激され、体験の共有感覚が残
りやすい。コロナ禍の収束にともない、対面活動への
回帰も顕著になっている。しかし、Hansen氏が指摘
していたように、組合運動におけるデジタル活用の
本質は、対面活動の今日的再構築である。対面コミュ
ニケーションの深度を大切にしつつ、デジタル活用
による効率化と影響力拡大の両立が理想である。

暗黙の前提をとらえ直す場
　本稿では、労使関係の国際学会であるILERAヨー
ロッパ大会の様子を紹介し、そこから日本の労使関
係への示唆を考察した。国際学会では、他国の事例や
最前線の研究を介して、一般的な言説や自身が有し
ている暗黙の前提を認識することができる。現状の
何を大切にし、何を変える必要があるのか。学会は事
象を客観的にとらえ、考え直す糸口を得るのに実に
有効な場である。
　本稿では紙幅の都合があり、アメリカのLERAに
ついては紹介できなかったが、LERAはILERA以上
に実務家の参加が多かった。労働組合や企業、各種機
関だけでなくジャーナリストなども参加しており、
研究と実践の往還の場になっていた。しかし、アメリ
カのLERAもILERAヨーロッパ大会も日本からの参
加者は少なかった。
　学会は参加者同士の交流も重視して企画運営され
ることが多い。日本労使関係研究協会（JIRRA）も実
務家の参加も歓迎している。労使関係の研究や実践
に関心のある方がいらっしゃれば、労使関係の学会

にも参加いただけると嬉しく思う。
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